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*  本稿は2010年7月2日韓国政治外交史学会の主催で “国恥100年、 ‘ 国権喪失’の政治外交史的再
照明”というテーマの学術大会、そして2010年１１月１９日一橋大学経済研究所の研究会で発表さ
れた論文を修正、補完したものである。ここでの諸論評は本稿の改善に寄与した。本稿は『朝鮮時






































<表1>  20世紀初めの朝鮮、日本、中国、ロシアの国力 
国家  朝鮮  日本  中国  ロシア 
人口数(万名)  1,700(1910)  4,410(1900)  40,000(1900)  12,450(1900) 
1人当たりGDP  620(1900)  1,180(1900)  545(1900)  1,237(1900) 
鉱工業 構成比 
工業 〃 (%) 
5.1(1911) 




 3.8     (〃) 
 
出典：  人口と1人当たりGDPはMaddison(2003)。朝鮮の人口数は朴二澤(2008)。朝鮮の 1人当た
                                            
1 市場上層はBraudel（1979）から借りた概念で、大都市市場と遠隔地流通を意味する。 
2  Acemoglu, Johnson & Robinson（2005）は大西洋沿岸国という地理的条件、そして非絶対主義国家と
いう政治的条件が大西洋貿易の成長をもたらし、これがもたらした貿易利益、そして制度発展は
1500-1800年間西ヨーロッパの経済成長に主な役割をしたとみる。 地理に規定された国際貿易が近代
経済の形成に重要な役割をしたと見る点で、本稿と相通じるものがある。 り  GDPは車明洙(2006: 320)を參照して推定する
3
注：  1人当たりGDPの単位は  1990 international Geary-Khamis dollars。 
。   朝鮮の鉱工業構成比は金洛年編(2006: 356)。
日本の鉱工業構成比は大川一司・高松信淸・山本有造  (1974/1989: 202, 205)。中国の場合は






















      <表2>  財政の比較                                   (単位：  1,000円, %) 





皇室費*宮内府   
  外部 
  内府 
  度支部 
  軍部 
  農商工部 
 
4,809   
2,469   
6,317   
9.0   
1.    
23.2   
32.0   
16.3   
2.9   
4,807   
4,609   
4,806   
10.6   
3.8   
22.6   
14.3   
26.6   
6.9   
  7,107   
  5,601   
  7,107   
  15.1   
2.0   
7.3   
  19.3   
  36.4   
0.4   
  23,273   
  11,646   
  23,353   
6.4   
 
  24.2   
  56.0   
1.3   
5.    
  23,766   
 
  23,766   
7.6   
 
29.0   
52.8   
 
7.7   






325,000         
  382,520   
注：朝鮮の財政は金載昊(1997:396-400、421-424)で再整理し、1904年以前の統計は日本円貨で
                                            
3 車明洙(2006: 320)は 1911 年の 1 人当たり生産を 1990 international Geary-Khamis dollars で 626 ドル
と推定したが、植民地化直後の 1912-4 年間の成長率が過度に高い 6.1%で推計された。そこで 1911
年の 1 人当たり生産推計が過小評価されたと見て、<表 1>と<表 3>の 1 人生産を推定した。 
4  1916 年の中国で工場生産の GDP に対する比重は 0.8%に過ぎない反面、日本では 16.5%に達した
(Rawski 1989:  72)。 
5   ロシアで‘industry,  construction, transportation, communication’ が 国民所得 に占める比重 は 
1883-1887 年間で 23.4%、  1897-1901 年間で 30.6%、1909-1913 年間で 32.3%であった(Gregory 1982: 














































                                            
6 北京政府に報告された8,898万両の中に、 各省の行政費用と軍費として3,622万両が含まれている。





















































<表3>  比較史で見た朝鮮の1人当たりGDP、成長率および人口密度 













1人当たりGDP(1870)  1,960  2,419    556    600    676  941    500    873 
1人当たりGDP(1913)  3,457  5,233    696    650  1,494    1,558    637  1,526 
経済成長率(1870-1913)    2.11  3.92  1.10    0.47    3.52    2.37  1.32    2.12 
人口数/1万㎢(1870)    53    1.4    24    70    2.2    7.3    3.0    9.4 
人口数/1万㎢(1913)    74    3.4    31    80    4.5    12    4.1    13.2 






増加したからである。  そのような時代には、人口密度が経済発展の有力な指標となる（Galor 






















                                            

































比重は1.5%程度と推定されるが(李憲昶  2004a:113-114)、 1911年それは19%に急増した(金洛年
編  2006:表1-1)。韓国は半島国家なので貿易に対する反応が速かったのである。ところで、輸
出品が米・大豆・金などの一次産品ばかりとなるのは経済力の限界を見せている。米輸出の
増大と関連しつつ水田の土地生産性は1890年代から上昇トレンドに変わった。   そして種痘法
の導入などによって1890年代から死亡率が下落した。したがって、1890年代から経済成長が

























































































































































い西洋の猛攻撃に直面した国家は技術、 資本、 官僚的方法、 そして国民的凝集力が欠如して、








育を宣布し、 司法・行政・財政・貨幣制度等を改革し、 西洋暦を採択した(Osborne 1979; Meyer 

































                                            






























と言うのではない。   朝鮮が植民地になったからといって、 それ以前の歴史をただ訳もなく卑
下することはないと言いたいのである。もっと重要なことは、地域間の発展の差を決定する
要因を冷静に究明することだ。植民地化以前のアジア諸国の近代化努力に関する本格的な比












平方km当たり人口密度は各々35名、47名程度と推定された。1800  年頃  、インドの都市化率
は13%で、 17世紀にはいってもインド商人はインド洋の貿易の主導権を失わなかった。 (Habib 
1982/1987: 167, 169; Dasgupta 1982/1987:, 427-431)  人口密度は朝鮮の方が高かったが、市場の上層はインドの方がより発達したのである。 東北アジア3国の高い人口密度は、 農業技術の発
達と関連がある
10。中国清代の人口増加に見られるように、伝統的な高級段階の有機経済は










































11  朝鮮人の中国旅行記は約400種確認されるが、   ベトナム人のものを質量で圧倒する(林熒澤  2010: 
12-13)。これは記録文化だけではなく先進文明に対する学習熱意も反映する。   
12  The Industrial Revolution “was the product of the gradual progress of settled agrarian societies toward a 


















































午軍乱を起点として構築され始めたものと見なければならないだろう。”(李憲昶  2006a: 246) 甲午改革の経験で自身の王権に制約を加える近代化政策を忌避した高宗の姿は人間一般の弱











































                                            
15  大石嘉一郎は豪農の役割に注目した反面、石井寛治は商人的対応をより一層重視した(石井寛治
2000:46-47)。 











の比重が2.4%程度で非常に低かったことでわかるように(李憲昶  2006b: 4)、市場経済の上層





明治維新を支援した(服部之総  1954;  関口尚志  1982:17-20;  中村哲  1991)。 門戸開放前の中
国の先進地帯と日本の間には経済的隔差はなかった(馬家駿・湯重南1988:18-29)。朝鮮では市
場が発達しなかったので、購入肥料がほとんど使用できず、商業的農業と工業の発展度が低



















                                            








せよ。   いたならば、その対応力が一層高まっただろう。
19
 











らないわけではなかった。   それでも儒教の教えにより貧困よりは不平等をより一層懸念して、
民生が安定すれば貧しくても心配はしなかった。かれらは、経済をあくまでも道徳社会を実
現する手段と見なした。 ところで、 朝鮮後期の実学派の中で、 利用厚生学派ないし北学派は、
貧困を基本問題と見なしてその原因を提示し、その克服のための対策を講究した。北学派の

























                                            
19 Acemoglu, Johnson & Robinson(2002: 1232,1237-1244)は都市化率と人口密度を経済発展の重要な指
標とみる。Galor(2005:179, 183)は人口密度を技術発展の有力な指標とみる。<表  3>からわかるよ
うに、 朝鮮時代は世界的に人口密度が高かった反面、 都市化率は非常に低かった(李憲昶, 2006: 28)。
都市化率は市場経済の上層、人口密度はその下層に関わった点で、われらが両指標を合わせてみる
と、前近代経済発展度をより有効に把握できると考えられる。 
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